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担当課室 建設市場整備課

上位政策

課長
松本大樹

総合政策局

一般会計

担当部局庁

建設市場の整備を推進する

予算の状況
（単位:百万円）

620

事業番号 60

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　　(国土交通省)

予算事業名 作成責任者
事業開始

年度
２１年度下請建設企業への金融支援対策の推進

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

【下請資金繰り支援事業】
中小・中堅の下請建設企業等の資金繰りを支援するため、ファクタリング会社が、下請建設企業等の有する工事請負
代金等の債権を買い取る場合に、金利負担の助成を行うとともに、買い取った債権の回収が困難となった場合におけ
る損失補償を行う。

【下請債権保全支援事業】
中小・中堅の下請建設企業等の債権の保全を図るため、ファクタリング会社が、下請建設企業等の有する工事請負代
金等の債権の支払を保証する場合に、保証料負担の助成を行うとともに、保証債務が履行された場合における損失補
償を行う。

建設投資の大幅な減少、厳しい金融環境等により、極めて厳しい経営環境に直面している中小・中堅の下請建設企業
等への金融支援を通じて、資金繰りの円滑化等を図ることにより、下請建設企業等の経営・雇用の安定や連鎖倒産の
防止を図る。

実施状況

執行率 - - 98 8%

20年度 21年度

【下請資金繰り支援事業】（２１年７月から２２年３月までの実績）
買取債権数：１，４６１件、買取総額：約７６億３，９００万円、利用した下請建設企業等の数（のべ数）：４５５社

【下請債権保全支援事業】（２２年３月から６月までの実績）
保証債権数：１，０７４件、保証総額：約５０億９，２００万円、利用した下請建設企業等の数（のべ数）：３４４社

-

-

執行額

予算額(補正後） 8,394

総事業費(執行ベース) - -

補
　
記

自
己
点
検

支出先・
使途の把
握水準・
状況

見直しの
余地

【一部改善】
補助金交付後も、基金からの支出、執行状況（残高）などの随時把握し、適正な管理を図るべき。また、下請資金繰り支援事業、
下請債権保全支援事業ともに事業の目的を踏まえ、基金が活用されることによる事業効果を十分に検証すべき。

予
算
監
視
・
効
率
化

チ
ー

ム
の
所
見

【予算科目】
・068　建設市場整備推進費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(２１年度予算額）　     　　（２１年度決算見込額）
　・95　建設市場の環境整備の推進に必要な経費
　　　・95016-2955-16　建設業振興費補助金　　　　　　　　　　 　３,７００百万円　　　　　    ３，７００百万円
　  　・95016-2955-16　下請建設企業支援対策費補助金         ４,６９４百万円           　  ４，５９７百万円

【下請資金繰り支援事業】
２２年３月末をもって事業を終了し、現在、下請債権保全支援事業等の活用促進により、金融支援を行っているところ。

【下請債権保全支援事業】
２２年３月から事業を開始したところであり、今後、関係機関・団体等を通じて更なる周知を図り、活用を促進するととも
に、引き続き、国庫補助金の支出先、使途等の適切な把握に努め、効率的かつ効果的な執行を図る。

補助金の交付決定前や交付後等に、随時、補助事業者に対する聞き取りを実施するなど、「補助金等に係る予算の執
行の適正化に関する法律」、「平成２１年度建設業振興費補助金（建設業金融円滑化補助金）交付要綱」、「下請建設
企業支援対策費補助金交付要綱」等に基づき、国庫補助金の支出先、使途等について、適切に把握しているところ。

執行率 - - 98.8%



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ

て補足する)

【下請資金繰り支援事業】 

国土交通省 
３，７００百万円 

下請資金繰り支援事

業の指導及び補助 

Ａ．（財）建設業振興基金 
３，７００百万円 

・金利負担の助成及び損失補償の

助成 
・買取債権に係る情報の管理 等 

Ｂ．ファクタリング会社 
（７社） ８４百万円 

【補助】 

【助成】 

Ｃ．（株）アイ・エス・エス 
５百万円 

Ｄ．（財）建設業情報管

理センター ２百万円 

【委託】  【委託】 

【下請債権保全支援事業】 

国土交通省 
４，５９７百万円 

下請債権保全支援事

業の指導及び補助 

下請建設企業等の 
金利負担の軽減等 

買取債権に係る情報

の管理のためのシス

テム開発 

建設業許可番号等の

建設企業に関する

データ抽出・集約 

Ｅ．（財）建設業振興基金 
４，５９６百万円 

Ｆ．ファクタリング会社 
（４社）  ０．２百万円 

・損失補償の助成 
・保証債権に係る情報の管理 等 

下請建設企業等の 
保証料負担の軽減等 

【補助】  【補助】 

て補足する)
(単位:百万円)

【下請資金繰り支援事業】 

国土交通省 
３，７００百万円 

下請資金繰り支援事

業の指導及び補助 

Ａ．（財）建設業振興基金 
３，７００百万円 

・金利負担の助成及び損失補償の

助成 
・買取債権に係る情報の管理 等 

Ｂ．ファクタリング会社 
（７社） ８４百万円 

【補助】 

【助成】 

Ｃ．（株）アイ・エス・エス 
５百万円 

Ｄ．（財）建設業情報管

理センター ２百万円 

【委託】  【委託】 

【下請債権保全支援事業】 

国土交通省 
４，５９７百万円 

下請債権保全支援事

業の指導及び補助 

下請建設企業等の 
金利負担の軽減等 

買取債権に係る情報

の管理のためのシス

テム開発 

建設業許可番号等の

建設企業に関する

データ抽出・集約 

Ｅ．（財）建設業振興基金 
４，５９６百万円 

Ｆ．ファクタリング会社 
（４社）  ０．２百万円 

・損失補償の助成 
・保証債権に係る情報の管理 等 

下請建設企業等の 
保証料負担の軽減等 

【補助】  【補助】 



基金造成費

建設業金融円滑化基金（金利負
担助成及び損失補償助成の原
資）の造成
※右金額は、37億円から金利負
担助成、損失補償助成等を支出し
た後の金額（２１年３月末時点）

3,609 基金造成費

費　目 使　途
金　額

(百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者に

いて記載す

金利負担助
成及び損失
補償助成費

用

金利負担助成及び損失補償助成 63

B.ファクタリング会社（７社） F.ファクタリング会社（４社・百万円未満のため未記載）

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

4,596計 91 計

建設企業
データ抽出・
集約委託費

建設業許可番号等の建設企業に
関するデータ抽出・集約の委託

2

金利負担助
成及び損失
補償助成費

用

ファクタリング会社に対する金利
負担助成及び損失補償助成

84

システム開
発委託費

買取債権に係る情報の管理のた
めのシステム開発の委託

5

使　途
金　額

(百万円）

建設業債権保全基金（損失補償
助成の原資）の造成

4,596

費　目

A.（財）建設業振興基金 E.（財）建設業振興基金

0計 2 計

使　途
金　額

(百万円）

データ関係
費

建設業許可番号等の建設企業に
関するデータ抽出・集約 2

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目

0

D.（財）建設業情報管理センター H.

計 5 計

システム関
係費

買取債権に係る情報の管理のた
めのシステム開発 5

C.（株）アイ・エス・エス G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

0

ついて記載す
る。使途と費目
の双方で実情
が分かるように

記載） 計 63 計



【別紙】

№ 支出先
金額

（百万円）

1 ア社 63

2 イ社 11

3 ウ社 8

4 エ社 1

5 オ社 0.1

6 カ社 0.1

7 キ社 0.1

8

9

10

№ 支出先
金額

（百万円）

1 ク社 0.06

2 ケ社 0.06

3 コ社 0.06

4 サ社 0.02

5

6

7

8

9

10

Ｂ.ファクタリング会社（７社）　８４百万円

Ｆ.ファクタリング会社（４社）　０．２百万円


